
 

1 

 

特定技能所属機関向けアンケート調査結果 

1 調査の目的 

本調査は、特定技能所属機関に該当する事業者に対してアンケート調査し、多文化共生社会の実現と、

「蒲郡市多文化共生推進プラン」見直しのための基礎資料とすることを目的として実施した。 

2 調査結果（抜粋） 

 業種は、「製造業」が 7社で最も多く、次いで「建設業」が 3 社である。 

 雇用している外国人従業員の人数について、『10 人以下』（「1～5 人」＋「6～10 人」）のが 15 社中 9

社を占める。 

 雇用している外国人従業員の国籍を尋ねたところ、「ベトナム」国籍の従業員を雇用している企業は

7 社と他の国籍に比べて多い。 

 本調査は特定技能所属機関向けアンケートであることから、雇用している外国人従業員の在留資格

としては、「特定技能」の従業員を雇用している企業が 14 社と多い。 

 

 

 

 

 

 

  

■雇用している外国人従業員の国籍 MA 

■業種 ■雇用している外国人従業員の人数 

■雇用している外国人従業員の在留資格 MA 

7社

3社

2社

1社

1社

1社

0社

0社

0社

0社 2社 4社 6社 8社

製造業

建設業

その他サービス業

宿泊・飲食サービス業

医療・介護事業

卸売・小売業

教育・学習支援事業

その他

無回答

(n=15)

5社

4社

4社

1社

1社

0社

0社

0社

0社 2社 4社 6社

1～5人

6～10人

11～20人

21～30人

31～40人

41～50人

51人以上

無回答

(n=15)

7社

4社

4社

3社

2社

2社

0社

0社

5社

0社

0社 2社 4社 6社 8社

ベトナム

フィリピン

インドネシア

ブラジル

中国

ネパール

ペルー

韓国

その他

無回答

(n=15)

14社

9社

3社

3社

2社

0社

0社

0社

0社

0社 4社 8社 12社 16社

特定技能

技能実習

定住者

技術・人文知識・国際事務

永住者

高度専門職

特定活動

その他

無回答

(n=15)
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 外国人従業員の雇用・受け入れにあたり課題だと感じている点として、「外国人従業員の日本語能力

が業務水準に十分達していない」「他の従業員とのコミュニケーションが円滑にいかない」といった、

日本語能力に関する課題を挙げる企業が多い結果となった。 

 「特にない」と回答した企業は 5社となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 事業者が行っている外国人従業員への日本語学習支援内容について、「職場で日本語を学習する機会

を作っている（研修など）」が 6 社と最も多い。次いで、「市が実施する日本語教室を紹介している」

が 5 社となっている。 

 「特に支援はしていない」と回答した企業は 4 社となった。 

 

  

■外国人従業員の雇用・受け入れにあたり、課題だと感じている点 MA 

■外国人従業員への日本語学習支援内容について MA 

6社

5社

3社

1社

1社

0社

0社

4社

0社

0社 2社 4社 6社 8社 10社

市が実施する日本語教室を紹介している

その他

特に支援はしていない

無回答

(n=15)

職場で日本語を学習する機会を

作っている（研修など）

市が実施する日本語教室の受講に

必要な経費について補助している

日本語学校や通信教育の受講に

必要な経費について補助している

国際交流協会が実施する

日本語教室を紹介している

日本語能力試験の受講費用を

補助している

6社

5社

3社

2社

2社

2社

0社

5社

0社

0社 2社 4社 6社 8社 10社

その他

特にない

無回答

(n=15)

他の従業員とのコミュニケーション

が円滑にいかない

社内の受け入れ態勢や

フォロー体制が十分ではない

文化や習慣の違いによる職場での

トラブルや戸惑いがある

在留資格申請・更新など

行政手続きへの支援が煩雑

外国人従業員が定着しにくい

（離職しやすい）

外国人従業員の日本語能力が業務水

準に十分達していない
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 外国人従業員へ環境整備として行っている取組みについて、「日本人従業員と同様な福利厚生を行う」

と回答した企業が 12 社となっている。次いで、「労働災害防止に関する標識、掲示物などを外国語

で表記している」「やさしい日本語を用いた説明やコミュニケーションをとっている」が 7社と、言

語への配慮を実施している企業が多くなった。 

 「特に何もしていない」と回答した企業は 1社となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 外国人従業員の雇用に関して、市にどのような支援を期待するかについて、「日本語教育に関する支

援」が 7 社と最も多く、次いで「日本の生活マナーや文化を学ぶ研修等の開催」となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■外国人従業員へ環境整備として行っている取組み 

■外国人従業員の雇用に関して、市にどのような支援を期待するか 

12社

7社

7社

6社

2社

2社

1社

0社

1社

0社

0社 2社 4社 6社 8社 10社 12社 14社

日本人従業員と同様な福利厚生を行う

礼拝や食事など、宗教的な配慮をしている

その他

特に何もしていない

無回答

(n=15)

労働災害防止に関する標識、

掲示物などを外国語で表記している

やさしい日本語を用いた説明や

コミュニケーションをとっている

外国人従業員が相談できる

専門員を配置している

お互いの文化や風習を

知る機会づくりを行っている

地域活動に参加するなど、

地域コミュニティへの参画支援を行っている

7社

5社

4社

4社

3社

1社

0社

0社

5社

0社

0社 2社 4社 6社 8社

日本語教育に関する支援

やさしい日本語の使用に関する支援

通訳や翻訳に関する支援

その他

特にない

無回答

(n=15)

日本の生活マナーや文化を学ぶ

研修等の開催

外国人従業員受け入れ環境整備に関する

研修や講座の実施

市民に対する、外国人従業員雇用に関する

理解促進の取組

外国人従業員の在留資格や雇用管理に

ついての相談対応
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 市の多文化共生施策について知っているものとして、「市開催の日本語教室（はじめての日本語クラ

ス・会話クラス）」が 8 社と最も多い。次いで、「蒲郡国際交流協会主催の日本語教室（塩津教室・

大塚教室・勤労福祉会館教室）」「外国人相談窓口（蒲郡市役所協働まちづくり課内）」「蒲郡市ハザ

ードマップ（多言語版）」が 6 社となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■市の多文化共生施策について知っているもの 

8社

6社

6社

0社

2社

1社

2社

1社

3社

6社

1社

0社 2社 4社 6社 8社 10社

生活オリエンテーション動画

蒲郡国際交流協会Facebook              

蒲郡市外国人住民メール配信サービス

広報がまごおり英訳版

蒲郡市生活ガイドブック

さんあーる（多言語ごみ分別アプリ）

蒲郡市ハザードマップ（多言語版）

無回答

(n=15)

市開催の日本語教室

（はじめての日本語クラス・会話クラス）

蒲郡国際交流協会主催の日本語教室

（塩津教室・大塚教室・勤労福祉会館教室）

外国人相談窓口

（蒲郡市役所協働まちづくり課内）


